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『県政概要』にみる 1960 年代以降の静岡県の政治・行政

昭和 25 年に刊行が始まった『県政概要』には、１年間の静岡県政の記録がまとめられていま
す。『県政概要』発刊の意義を、当時の小林武治知事は、「私の執行した県政の姿を各位に知っ
て頂くと共に、またその自由な批判も受けたい」と述べています。本県の初代公選知事として
の小林知事の思いが表れています。
その思いを引き継ぎ、昭和 25 年以降毎年刊行された『県政概要』の口絵から、本県の政治・
行政のあゆみを伝える写真をまとめました。

１	静岡県が誕生して100 年目にあたる昭和 51年当時の静岡県庁〔昭和 51年度版〕
	 ��右から東館（1970 年完成）、本館（1937年完成）、西館（1974 年完成）



３	�井川ダム完成〔昭和 33 年版〕 ４	新装なった国道一号線（静岡市）
　 〔昭和 36 年版〕

静岡県の総合開発計画

２	目でみる新・静岡県第６次総合開発の図解〔昭和 36 年版〕



５	新幹線の基礎工事（安倍川）
  〔昭和 36 年版〕

６	�伊豆急行の試運転が伊豆高原駅から下田駅
まで行われた〔昭和 37年版〕

９	�県歌、県章、県旗発表大会を、静岡市の
駿府会館で盛大に行う。〔昭和44年版〕

７	�婦人文化の向上を目的として婦人会館が
完成〔昭和 37年版〕

10	 ��県政推進に協力する県政モニターの全体
会議〔昭和 44 年版〕

８	��大仁と宇佐美を結ぶ宇佐美有料道路の工
事に着手〔昭和 37年版〕



13	 �静岡駅高架下り線開通〔昭和 52 年度版〕 14	 �下り高架から１年半、静岡駅上り線
の高架が開通した。〔昭和53年度版〕

11	東名高速道路（東京－小牧間）全線開通〔昭和 45 年版〕

12	県政 100 年記念祝賀会〔昭和 51 年度版〕



19	静岡市有明に完成した静岡総合庁舎
　 〔昭和 58 年版〕

20	�自主防災組織を中心とした地域防災訓練
　 〔昭和 59 年版〕

15	�主要地方道修善寺下田線にループ橋が
完成。伊豆の新しい名所となった。

　 〔昭和 56 年版〕

17	 �新しい技術の殿堂、工業試験場が静岡
市で起工、機能を更にアップする。

　 〔昭和 57年版〕

16	 �国道 136 号の船原峠に西伊豆バイパス
５．５キロが完成〔昭和 56 年版〕

18	�県庁ＯＡ時代に突入〔昭和 58 年版〕



21	狩野川台風で被害を受けた南條商店街（旧韮山町）の惨状〔昭和 35 年版〕

25	狩野川放水路が完工。15 年間の努力がついに実る。
　 〔昭和 41年版〕

22	柿沢川（函南町）の氾濫 流れてきた人家
　 〔昭和 35 年版〕

24	寸断された伊豆箱根鉄道
　 〔昭和 35 年版〕

23	泥海と化した函南村（現函南町）の水田
　 〔昭和 35 年版〕

おもな自然災害



29	昭和 55 年、伊豆半島東方沖地震
　 〔昭和 56 年版〕

26	�昭和 36 年の由比町の地すべりでは土砂が川を埋
め、民家近くまで土砂が押し寄せた。〔昭和36年版〕

28	昭和 53 年１月の伊豆大島近海の地震
　 〔昭和 52 年度版〕

27	�昭和 41年９月、台風 26 号
の被害を受けた梅ケ島温泉
  〔昭和 42 年版〕



32	�平成８年４月、愛鷹広域公園に多目的競
技場完成〔平成９年版〕

30	�平成７年４月、来庁者の総合案内や県民
の相談、各種データの情報提供の窓口業
務を行う「県民サービスセンター」を新設

　 〔平成８年版〕

33	�平成８年 10月、ボランティアなどの県民
の自主的活動を支援する東部地域交流プ
ラザ「パレット」がオープン〔平成９年版〕

31	 �平成７年９月、移動知事室「さわやか緑飲
フォーラム」の開催〔平成８年版〕

34	�平成９年３月、旧静岡・清水の両市街地
の渋滞地区をう回する国道１号静清バイパ
スの全線が開通〔平成９年版〕

35	�平成 21年６月、富士山静岡空港が開港。
ＦＤＡ（フジドリームエアラインズ）が就
航開始〔平成 22 年版〕

平成期の静岡県



　平成 24 年（2012）年度に再開した静岡県史編さん事業は、これまでに「資料編 富
士山静岡空港」「別編 人口史」「資料編 産業・経済」の３巻を刊行しました。
　今回刊行の運びとなった『資料編 26　近現代八（政治・行政）』では、おおむね 1960
年代から 2009 年までの本県の政治・行政に関する資料を収載しています。
　第１編では、1960 年代から 90 年代半ばまでの高度経済成長から安定成長への模索
が続いた時期の、工業化の進展と都市部への人口集中などに対応した都市基盤の整備
や公害対策、自治体行政の近代化、コミュニティ政策やボランティア政策への取組、
公共サービスの拡充など、多岐にわたる課題に向き合った足跡を振り返ります。
　第２編は、1990 年代後半のバブル経済とその崩壊により、社会や経済の不確実性が
増す中で、少子高齢化、福祉の充実、財政の健全化などが課題となった時期を振り返
ります。分権改革の進展で地方自治体の責任と役割が増大し、県民との協働、ＮＰＯ
や民間との連携など、新たな行政の在り方が問われた時代でもあります。
　第３編では、水害や火山・地震への備えや原子力防災への取組などに関する資料を
収載しました。
　激動の半世紀における本県の歩みを振り返ることは、過去に学び、現在を見つめ直
し、未来を切り拓く貴重な手掛かりとなります。
　本県は、「幸福度日本一の静岡県」の実現を目指して、県民の幸福実感を重視するウ
ェルビーイングの視点を取り入れ、「未来を創る力」、「豊かな暮らし」、「県民の安心」
を３つの柱として、オール静岡で県政運営に取り組んでいますが、これを実現する上
でも多くの示唆を与えてくれるでしょう。
　結びに当たり、お忙しい中、調査・執筆に当たられた専門委員及び特別調査委員の
先生方をはじめとして、様々な御協力を頂いた方々や関係機関に対しまして、厚くお
礼申し上げます。
　また、専門委員として執筆頂いた川瀬憲子先生が 2025 年５月に、６月には県史編さ
ん委員の岩崎康江様が御逝去されました。お二人の御尽力に深く感謝いたしますとと
もに、心から御冥福をお祈りいたします。

　令和８年３月

静岡県知事　鈴木康友

序





1 　本巻は、静岡県史資料編 26 近現代八（政治・行政）に当たる。
2 　本巻は、1960 年代中期から 2009 年を編さん対象期間とし、静岡県の政治・行政に関する資

料を収録した。ただし、必要に応じて編さん対象期間前後のものを収録した場合もある。
3 　本巻の資料は、事項別に編・章・節に編成し、同一節の中では年次の順に配列することを原

則とした。
4 　原文資料の表題を用いない場合、または原文資料に表題がないものは、編者がつけて〔　〕

を付した。
5 　資料所蔵者名は各資料の表題の次に記した。なお、簿冊等から収録した揚合は「　」を、刊

行書の場合には『　』をもって出典名を記した。ただし、資料所蔵者が複数である印刷物に
ついては編者の判断により、最も適当と思われる所蔵者名を記し、刊行書などについては省
略した場合もある。

6 　本巻の記述は、原則として常用漢字・現代仮名遣いを使用した。ただし、難読あるいは誤読
の恐れのある場合はできるだけ振り仮名を付した。

7 　資料の収録に当たり、いずれも原本の形式を残すように努めたが、段落・改行・横書き・縦
書きなど（本文・表とも）、若干の加工を加えた。また、編さんの必要上と読者の便を図るため、
原本の意味を損じない限り次のように扱った。

　　（1）　資料の記載はできるだけ原本の体裁に従うことを原則とした。
　　（2）　�原文の一部を抄録した場合は、表題の下に〔抄〕を付した。また、原文の一部を省略

した場合は、その部分に〔前略〕〔中略〕〔以下略〕〔後略〕を付した。
　　（3）　原文の表の一部を抄録した場合は、表の名称の横に〔抄〕を付した。
　　（4）　漢字は原則として常用漢字表・人名用漢字表を用い、なるべく作字は避けることにした。
　　（5）　�明らかな誤記・誤植・誤用と思われるものでも、原則として原文どおり表記した上で〔マ

マ〕を付した。また、脱字が疑問の余地なく、明白に推定できる場合には〔　〕で補った。
　　（6）　あて字は原資料のままとして、疑義ある場合は、〔ママ〕を付すか〔　カ〕で補った。
　　（7）　�表の数字が合計値と合わない場合や年次・人名・地名などが明白に誤っている場合な

ど、注記が必要な場合には、〔　〕で編者注を付した。
　　（8）　印判は、公印は印、私印は㊞、写しの場合は印とした。
　　（9）　�汚損、文字不明などで判読できない場合、□□□をもって字数を埋め、〔判読不能〕な

どと傍注を付した。

凡　　例
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『県政概要』にみる 1960 年代以降の静岡県の政治・行政
　
１　静岡県が誕生して 100 年目にあたる昭和 51 年当時の静岡県庁〔昭和 51 年度版〕

　　右から東館（1970 年完成）、本館（1937 年完成）、西館（1974 年完成）

静岡県の総合計画

２　目でみる新・静岡県　第６次総合開発の図解〔昭和 36 年版〕

３　井川ダム完成〔昭和 33 年版〕

４　新装なった国道一号線（静岡市）〔昭和 36 年版〕

５　新幹線の基礎工事（安倍川）〔昭和 36 年版〕

６　伊豆急行の試運転が伊豆高原駅から下田駅まで行われた〔昭和 37 年版〕

７　婦人文化の向上を目的として婦人会館が完成　〔昭和 37 年版〕

８　大仁と宇佐美を結ぶ宇佐美有料道路の工事に着手〔昭和 37 年版〕

９　県歌、県章、県旗発表大会を、静岡市の駿府会館で盛大に行う。〔昭和 44 年版〕

10　県政推進に協力する県政モニターの全体会議〔昭和 44 年版〕

11　東名高速道路（東京ー小牧間）全線開通〔昭和 45 年版〕

12　県政 100 年記念祝賀会〔昭和 51 年度版〕

13　静岡駅高架下り線開通〔昭和 52 年度版〕

14　下り高架から１年半、静岡駅上り線の高架が開通した。〔昭和 53 年度版〕

15　主要地方道修善寺下田線にループ橋が完成。伊豆の新しい名所となった。〔昭和 56 年版〕

16　国道 136 号の船原峠に西伊豆バイパス５．５キロが完成〔昭和 56 年版〕

17　新しい技術の殿堂、工業試験場が静岡で起工、機能を更にアップする。〔昭和 57 年版〕

18　県庁ＯＡ時代に突入〔昭和 58 年版〕

19　静岡市有明に完成した静岡総合庁舎〔昭和 58 年版〕

20　自主防災組織を中心とした地域防災訓練〔昭和 59 年版〕

おもな自然災害

21　狩野川台風で被害を受けた南條商店街（旧韮山町）の惨状〔昭和 35 年版〕

22　柿沢川（函南町）の氾濫　流れてきた人家〔昭和 35 年版〕

23　泥海と化した函南村（現函南町）の水田〔昭和 35 年版〕

24　寸断された伊豆箱根鉄道〔昭和 35 年版〕

25　狩野川放水路が完工。15 年間の努力がついに実る。〔昭和 41 年版〕

26　昭和 36 年の由比町の地すべりでは土砂が川を埋め、民家近くまで土砂が押し寄せた。〔昭和 36 年版〕

27　昭和 41 年９月、台風 26 号の被害を受けた梅ケ島温泉〔昭和 42 年版〕

28　昭和 53 年１月の伊豆大島近海の地震〔昭和 52 年度版〕

口 絵 目 次



口絵目次

−7−

29　昭和 55 年、伊豆半島東方沖地震〔昭和 56 年版〕

平成期の静岡県

30　�平成７年４月、来庁者の総合案内や県民の相談、各種データの情報提供の窓口業務を行う「県民サービスセンター」

を新設〔平成８年版〕

31　平成７年９月、移動知事室「さわやか緑飲フォーラム」の開催〔平成８年版〕

32　平成８年４月、愛鷹広域公園に多目的競技場完成〔平成９年版〕

33　�平成８年 10 月、ボランティアなどの県民の自主的活動を支援する東部地域交流プラザ「パレット」がオープン〔平

成９年版〕

34　平成９年３月、旧静岡・清水の両市街地の渋滞地区をう回する国道１号静清バイパスの全線が開通〔平成９年版〕

35　平成 21 年６月、富士山静岡空港が開港。ＦＤＡ（フジドリームエアラインズ）が就航開始〔平成 22 年版〕
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第１編　「日本型福祉国家」と地方政治の展開
第１章　高度経済成長から低迷期の県行政
第１節　高度経済成長から低迷期の県総合計画
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